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研究要旨 

 発達障害の臨床現場での現れた方の多様性の解析を、症例調査から浮かび上がる臨床症

例の病態の明確化と、臨床現場での行動上の問題に関する課題の抽出という、2つの側面か

ら探索を開始した。この結果、症例を検討すると、多様な行動上の問題を持つ事例があり、

発達的問題が前景でない症例の中においても、行動上の問題を機に発達的問題が顕在化す

る事例が有り、発達的課題を早期に抽出していく事の重要性が示唆された。次に臨床の現

場では、発達障害患者の極めて多様な行動上の問題が浮かび上がってきた。施設の専門性

に応じて症例の見立てや課題のあり方の相違がみられたが、全体としては、対応施設や対

応マニュアルの策定などが望まれていた。 

 

 

Ａ．研究目的 

発達障害の臨床現場での現れ方に多様性

が高いこと、また発達障害が児童期に急

増している現状を鑑みると、発達障害の

思春期以降の病態像を正確に把握し、そ

の診断方法を明らかにすることは、我が

国の医療福祉政策上の急務ではないかと

考えられる。 そこで精神科臨床症例にお

いて、発達障害に併存する、精神障害の

病態を解明し、適切な診断方法開発する。

また発達障害に関する精神科臨床上の課

題を明確化するため現場の診療所を対象

としたアンケート調査を施行する。 

 

Ｂ．研究方法 

１） 外来および入院の事例において、12

歳以上の発達障害で DSM5 の診断クライテ

リアにおいて、自閉症スペクトラム 障害

あるいは、ADHD と診断された事例において、

①併存する精神障害、②年齢、③性別、④

就学、就労状況、⑤知的障害の有無及び程

度、 ⑤併存精神障害の発病年齢、⑥問題

行動【ひきこもり、自傷他害、不登校、依

存（ネット、ギャンブル、薬物、アルコー

ル）性関連事象】の実態を調査する。 

倫理面の配慮 

各調査施設の倫理委員会に申請承認を得

て試行した。 

２） 発達障害事例の臨床上の課題がどこ

に多いのかと明らかにする目的で、主に成

人症例の実態を評価するために東京都精

神科診療所協会所属施設、児童思春期症例

の実態を評価するために全国児童青年精



神科医療施設協議会関連施設（所属施設お

よびオブザーバー施設）に対して発達障害

の診療に関する実態調査をアンケート方

式で施行する。 

倫理面の配慮 

調査対象施設の所属する、東京都精神科診

療所協会の承諾を得て施行した。 

Ｃ．研究結果 

１） 症例調査は開始し、進行中である。

事例を検討してみると、介入が必要な事

例は事例化した後に発達的な問題が明ら

かになる事例が少なくない。また、深刻

な行動障害事例に診断閾値下の発達的課

題が背景にみられる事例を認めることか

ら、発達的な課題の抽出は、現行の操作

的診断（ＤＳＭ５等）に部分的に適合す

る事例も含め、広義の発達関連事例とし

て治療的対応上の留意が必要な可能性が

考えられ、それらを適切に抽出可能な方

法が必要であると考えられた。 

 

２） a: 東京都精神科診療所協会所属施

設に対してアンケート調査を平成 25 年 1

月に施行した。対象施設は都内２５３施

設。回収は64施設で回収率は２５．２９％

であった。施設の内訳は平均月間患者数

は 657 人その内発達障害の患者割合では 

５％未満の施設は６２．７％であり３２．

７％の施設で５％以上を占めていた。発

達障害で内訳では。自閉症スペクトラム

障害（ＡＳＤ）が最も多く、次に自閉症

スペクトラム障害および注意欠陥多動性

障害の併存例であり、3番目がＡＤＨＤで

あった。また併存障害は気分障害が最も

多く、次に神経症性障害、ストレス関連

障害及び身体表現性障害であり、3番目が

成人の人格及び行動の障害発達障害であ

った。対応の困難は８７．１％の施設で

何らかに認められた。特に苦慮した症状

は、こだわり、巻き込み型の強迫、薬の

変更拒否であった。また行動上の問題で

暴力は、７６．４％の施設で、窃盗は６

１．１％の施設で、放火は１４．８％、

殺人なども３．８％の施設で発生してい

た。さらに交通事故も３３．９％ネット

ゲーム依存７６．８％の施設で認められ

た。 

これに対する対応としては、各都道県

に発達障害対応相談センターの設置とい

った簡易な相談窓口の要望がもっとも多

く、次に簡易対応マニュアルの策定、3番

目に緊急対応施設の整備充実などが要望

されていた。 

   ｂ：全国児童青年精神科医療施設協 

  議会関連施設（所属施設およびオブザー

バー施設）において児童精神科臨床に携

わる医師に対してのアンケート調査を、

平成 25 年 1月に施行した。対象は全国３

７施設の 184 名であった。aの施設との重

複はなく、回収率は 53.3％であった。

75.8％の医師が、総患者の 20％以上を発

達障害が占めると答えた。内訳として最

も多いとされたのは ASD であり、次いで

多いのは ADHD、MR の順とした医師が最も

多かった。また併存障害はストレス関連

障害が最も多く、次いで気分障害、神経

症性障害の順であった。対応の困難は

98.9％の医師が経験しており、特に苦慮

した症状は、暴言暴力、こだわり、巻き

込み型の強迫、自傷行為の順に多かった。 

行動上の問題を小学校入学前に認めるの

が27.5％、小学生時代が56.1％であった。

また行動上の問題として、暴力、窃盗、

自傷、摂食行動異常、気分変動、幻覚妄

想状態、巻き込み強迫、パニック、習癖

異常、ネット・ゲーム依存を 90％以上の



医師が経験していた。さらに、性行動異

常（ストーカー含む）、性同一性障害、放

火を経験したことのある医師も、それぞ

れ 76.3％、45.1％、41.8％を占めた。こ

れに対する対応としては、緊急対策施設

の整備充実の要望がもっとも多く、次に

発達障害対応相談センターの設置、3番目

に警察などにおける発達障害の特性理解

のための講習会の実施、e-learning の普

及、対応マニュアル動画作成などが要望

されていた。 

 

Ｄ．考察 

 今回の調査結果をみると、東京都精神科診

療所協会所属施設の結果では、発達障害の対

応は、外来診療の５％以上を占める施設が 3

割を超え、対応の困難は 8割の施設で感じて

いることから、その治療上の困難に対するニ

ーズは高い状況である。 

一方、児童精神科の現場では、発達障害の占

める割合、困難を感じた経験者の多さに加え、

対応方法として、緊急対策施設の整備充実や、

警察などへの啓発がより多く要望されてい

ることからも、成人施設以上に問題行動への

対応困難に対するニーズが高いことが示唆

された。 

実際にはＡＳＤ事例やＡＳＤとＡＤＨＤの

併存事例が多く、窃盗、放火、殺人など触法

に関わる事例も少なからず、クリニックレベ

ルで経験されている事実の積み重ねは重要

である。 

触法行為、犯罪行為は児童精神科の臨床で

も高い割合で経験されていたが、中学入学以

前に問題行動がはじまる場合がほとんどであ

り、幼少期から成人と同様に社会的な問題行

動にも注意していく必要がある。 

事例を検討してみると、事例化されてから

初めて発達障害が明らかになるものや、診断

閾値下の発達障害併存が認められるものがあ

り、診断クライテリアへの適合のみならず、

事例の発達障害的特性を抽出できる簡易なス

ケールや、それらの認知特性に留意したマネ

ージメントが求められると言えるだろう。こ

うした事例への感度を上げるにはどの様な方

略が必要かを検討する必要がある。また行政

施策としては、各都道府県に発達障害対応相

談センターの設置、簡易対応マニュアルの策

定・普及、緊急対応施設の整備充実も順にニ

ーズは高く状況に相応した対応システムの充

実が望まれている。 

 

Ｅ．結論 

 発達障害の行動上の問題は、発達障害の前

景となっている事例以外にも広汎に認められ、

感度の高い発達的課題の早期抽出が求められ

る。臨床現場で多様な形で経験される行動上

の問題は、臨床上の課題となっており、対応

の窓口やマニュアル化の必要性が明らかにな

った。 


